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I. 序
経済社会学という名称は，最近かなり使われており，また，この名前による諸研究も，
さまざまの形で現われているが，この学問の研究対象および研究方法については，学界で
共通の見解が確立されているとはいいがたいのであり，多種多様な立場が存在している1)。
また，経済社会学あるいはそれに類する研究についての最近の体系的で包括的な業績は，
必ずしも多いとはいえず， 欧米の文献についての訳書も， そんなに多くはない現状にあ
り，筆者の知る限りでは， 社会体系論の立場から展開されたパーソンズ (T.Parsons) 
のスメルサー (N.J. Smelser) との共著による画期的業績「経済と社会』2)を別とすれ
ば，ムーア (W.E. Moore)の「経済と社会』3)' スナルサーの『経済生活の社会学』4)
1)たとえば，北野熊喜男「増訂 経済社会の基本問題—経済社会学原理ー」， 三和
書房，昭和31年，26~39ページ。拙稿，「経済の研究における社会学的基礎について」，
国民経済雑誌第103巻第3号，神戸大学経済経営学会，昭和38年3月， 43~53ペー ジ，
「経済の社会学的研究」（『経済学研究のために」増補改訂版，神戸大学経済経営学会，
昭和49年4月）， 48~54ペー ジ。
2) T. Parsons and N. J. Smelser, Economy and Society: A Study in the Integ-
ration of Economic and Social Theory, Routledge and Kegan Paul, London, 
1956. 富永健一訳『経済と社会』，岩波現代叢書， I, 昭和33年， I,昭和34年。
3) W. E. E. Moore, Economy and Society, Doubleday, New York. 渡植彦太郎訳
「経済と社会』，白桃書房，昭和38年。
4) N. J. Smelser, The Sociology of Economic Life, Prentice-Hall, New Jersey, 
1963. 加藤昭二訳「経済社会学』，至誠堂，昭和42年。
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などが，邦訳されているにすぎない。このような状況を顧みれば，経済社会学的研究に一
貫して学問的関心をもちづけており，とくに， ドイツ歴史学派経済学の研究ですぐれた業
績を示している橋本昭一氏の編訳による（翻訳については，橋本氏以外に，春日淳一，大
塚忠両氏が分担）フュルステンベルク (FriedrichFurstenberg) (現在， リンツ大学社会
学）の「経済社会学』5)が刊行されたことは（昭和51年，新評論），内容的にはさまざ
まの問題点を含んではいるが， ドイツ語でのこの種の最近の文献の訳書が少ないわが国の
学界の現状からみても，また，著者みずからが，「経済問題と社会問題が相互に依存し合う
度合が，ますます強くなっている」先進工業国の状況にあって，経済学は， 「学際的な協
カ，なかんずく社会学との協力」を強く要求しており，この書において， 「経済生活がも
つ社会的次元についてしっかりとした展望を与えようとする」と，述べているように6),
現代の高度に発展した産業社会のなかで，さまざまの非経済的諸現象とのきわめて密接不
可分の関連性において実現し変動してきている経済生活を現実接近的に考察してゆくうえ
で，本書は，少なからぬ新しい示唆を提示しているといえるであろう。
以下において，本書の論述の基本的主張を要約し，筆者の槻点から，いくつかの論評を
加えてみたいと思う。
なお，著者の論述の紹介は，訳書によって行なうが，必要と思われる概念については，
原文を引用することにする。また，訳語について，筆者の判断で，不適切と思われるもの
については修正をしておいたことを，訳者に対して御寛恕をえておきたい。
I. 基本的主張の概要
第1章問題の方法 (Problemstellungund Methoden) 
フュルステンベルクは，経済活動が目指している「与えられた手段とできるだけ良い生
活を実現しようとする目的との間の調整(Ausgleich)」と社会的形態(SozialenFormen) 
とは，切り離しがたい一体をなしていることを指摘して， 「経済生活の社会的な現象形態
と相互作用に関連した社会学の一領域」 eineauf die gesellschaftlichen Erscheinun-
gen und Wechsellwirkungen des Wirtschaftslebens bezogenen Sonderdisziplin 
5) F. Furstenberg、Wirtschaftssoz幻logie,Sammlung Goschen Bd., 1193, Walter 
De Gruyter & Co., Berlin, 1961, 2. neubearbeitet und erganzte Aufl., 1970. 
（訳書は，第2版を底本としている）
6)本訳書， 5ペー ジ， 日本語版への序文。
68 
フュルステンベルク著『経済社会学」 （向井） 383 
der Soziologieとして，経済社会学を規定し，「経済行為にともなう社会的経過あるいは
それから成り立つ制度の形態や構造，さらには経済の領城を全体社会に統合する社会的な
秩序体系を考察すること」を， その課題とみなしているが， かれによれば，経済社会学
は，他の多くの学問と同様に，問題設定 (Problemstellung),研究対象 (Untersuchun-
gensgegenstand), 方法論 (Methodik)という三つの基本的条件をもっているのであっ
て，最後の二つは隣接の学問と共通であり，「対象」については， ならんずく経済理論，
経済政策，経済史，経済地理，経済法と，経済という領域を共通にしており，精密的な社
会科学的研究の「方法」は，とりわけ，社会心理学および社会統計学にも利用されている
が，「問題設定」という決定的な点で， 独自の途を歩み， また独自の成果に到達している
のである。
この点について，著書は，経済社会学とその隣接学問のなかでとくに重要な経済理論と
の関係について， 過去において重要な意味をもっていた三つの基本的見解をあげる。 (1)
は，経済生活についての形態論的および構造的観点への悶心から，二つの学問を同一視す
る見解であり，ゾムバルト7), ヴァイサー (G.Weisser)8), パーソンス~9), アルベルト
(H. Albert)10), などの立場が，これに含ましめられる。 (2)は，経済理論は，とくに，そ
の発展段階の高さと議論の精密性のゆえに，経済社会学よりも上位におかれるという見解
であり，このような見解として， V.パレートの研究を拠点として，合理的な利害選択と
いう点に基礎をおいた科学である「合理的社会学」，,rationaleSoziologie"のなかに，経
済理論と政治社会学が含まれうることを主張するコッホ (W.Koch)の立場11)があげら
れる。 (3)は，経済行為についての社会学的局面は，独自の局面をなしていて，経済理論的
関心事とは同次元で扱いえず，両者は，上位または下位に位置づけられるものではないと
いう見解であり，著書は，この両者の分離の理由づけについて，経済理論は人と物との関
7) W. Sombart, Nationaltikonomie und Soziologie, Jena, 1930, SS. 11~12. 
8) G. Weisser, Wirtschaft (Handbuch der Soziologie, Hrsg. W. Ziegenfuss, 
Stuttgart, 1956). 
9) T. Parsons and N. J. Smelser, op. cit. 
10) H. Albert, Okonomische /deologie und politische Theorie: Das okonomische 
Argument in der ordnungspolitischen Debatte, Gottingen, 1954, Marktsozio-
logie und Entscheidungslogik, Neuwied, 1967. 
11) W. Koch, Die Bedeutung der theoretischen Okonomik fur die allgemeine 
Soziologie, Tubingen, 1955. 
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係 (Mensch-Ding-Beziehungen)を，経済社会学は，経済を媒介にした人と人との関係
(Mensch-Mensch-Beziehung)を，それぞれ取扱うとみなすウィーゼ (L.v. Wiese) 
の主張12)に対しては批判的であり， 人との関係もまた社会学関心事であり， 逆に経済理
論モデルにおいても一定の社会的行動様式が前提となっていることを，指摘している。
ところで，「問題設定」の面に経済社会学の独自の領域をもとめる著者によれば， 経済
社会学の基本問題は，上述の三つの見解とはまったく別の面にあるのであって，研究対象
は，「社会的関係のなかで生じるかあるいはそれに影響を与える限りでの，経済的諸事象
の現実的な諸現象形態」 dierealen Erscheinungsformen wirtschaftlicher Vorgange, 
sofem sie in sozialen Beziehungen vonsttattengehen oder sich auf diese auswir-
kenであり，出発点は，数学モデルではなくて，「理象志向的な類型論的な構造および機
能分析」 dieam Phanomen orientierte typologische Struktur-und Funktionsana-
lyseであり，経済理論にみられる「与件」と「問題」との間の原理的分離は，社会学的研
究にとっては生じえないのであり，むしろ，経済理論における「与件」または「辺境条
件」，，Randbedingungen"あるいは経済過程の「撹乱要因」にこそ， 社会学的問題が含
まれているのである。したがって，著者によれば，経済社会学は，経済理論の現実問題へ
の適用にあたって，四つの方向によって，すなわち， (1)モデルにおいて検討されるべき変
数の，社会的重要性を基準にした選択， (2)モデルの変数の関数関係の分析における，社会
学的認識の適用， (3)実証可能な社会的事実との照合による理論の妥当性の検証， (4窟済学
研究に大きな役割を果している知識社会学的学説批判……などを，通じて，理論と実際と
の結合に役立つのである。
第2章経済行動 (Daswirtschaftliche Verhalten) 
著者によれば，経済的経過の出発点と到達点は，つねに，一般に社会規範によって方向
づけられ位置づけられている人間行為 (menschlicheHaudlungen)であるがゆえに，
経済的な社会行動の構造に関する問題は経済社会学的研究の中心的地位を占めており，経
済行動の分析には，基本的には，帰納的一現実的な具体的行為様式の記述と，演繹的ー仮
設的な理念型の構築との，二つがある。
12) L. v. Wiese, Die Weltwirtschaft als soziolodisches Gebilde, Jena, 1923, Wirt-
schaftssoziologie (Worterbuch der Volkswirtschaft, Bd. m. Jena, 1933~1934), 
Wirtschaftstheorie und Wirtschaftssoziologie(Schmol/ers Jahbuch Jg. 60, 1936), 
Wirtschaftssoziologie (Hand四 rterbuchder Sozialwissenschaft. Bd. 12, 1965). 
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スミスおよびリカードの論述に基づいて，古典派経済学の行動モデルとなった「ホモ・
ェコノミクス」としての行動モデルは，現実的・社会学的な妥当性はごく限られた範囲内
のものであり，産業化の初期段階のイギリスの企業者のタイプを反映しているにすぎない
のである。このようなホモ・エコノミクスのモデルは，仮設的な形式原理として経済理論
上の推論に一般的妥当性をもつようになったが，経済行動で「合理的」であるものは，本
質的には全体社会の制度や社会的な集団の結びつきすによって規定され， それゆえにま
た，あらゆる行動基準とならんで社会変動の基礎となることよりして，理論的意味での
「合理的」行動はいかなる形で現実の経済活動のなかに具体化されるのかを研究すること
が，経済社会学の課題となる。
第2節経済行動の社会学的構造分析
あらゆる社会行為と同様に，経済活動をいとなむ人間の行為も，主銀的態度 (subjek-
tive Haltung)と客観的状況 (objektiveSituation)との間の相互作用の結果として，
また，社会的役割遂行 (sozialeRollenvollzug) として， 現われるのであり，社会学的
分析は，その時々の経済主体によって実現される社会的役割のさまざまの側面を取り扱う
ことになる。
第1に， 利害 (Interesse)についての主観的態度に影響を与える社会的要因がとりあ
げられるが，一定の役割をうけもっためのそれに応じた動機づけの構造は，当事者の個人
の純粋に心理学的特質とかれの観念や行為様式を制御する「社会的準拠体系」 dassoziale 
Bezugssystemとの共同作用から生じ，この準拠体系においては，教育と一定の環境要因
によって「内面化」された全体社会の価値または一つの社会層の社会一文化的価値ならび
に現在の社会的接触から引き出される役割期待が問題となる。そして，任意の刺激が動機
づけの内容であるならば，その時々の動機づけ構造を研究する基礎として， M・ウェーバ
ーの社会的行為の定型についての， 目的合理的，価値合理的，感情的，因習的の四つの社
会的動機の基本型が用いられねばならない。たとえば，工業経済的な生産条件と消費条件
の影響のもとで，動機づけ構造の合理化の進行の結果として，経済活動をいとなむ人間は
ますますホモ・エコノミクスの像に近づいてゆくことが，繰り返し指摘されてはいるが，
他方で，近代の経済生活では，宜伝，広告の結果にみられるように，感情的諸力も重要性
をもっていることが，注意されるべきなのである。.. 
つぎに，社会学的「状況分析」 Situat幻nsanalyseは，（組織や制度に関して）マクロ社
会学的にも，（相互作用に関して）ミクロ社会学的にも行われうるが，第一に解明されね
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ばならないのは，社会的環境によってあらかじめ与えられた客観的な役割期待であり，当
事者が，しばしば反対の動機をもっているにもかかわらず，認識している状況に関連した
客観的な行動指針がなければ，現代の経済生活の相対的に摩擦のないいとなみは考えられ
ないのである。
第3節社会的過程としての経済的意思決定
経済的な行動変化の分析に対して，経済的行為を，すべての状況において固定した選好
スカラーによる個人主義的選択としてとらえ，行為選択にあたってはそれに対応した効用
期待が厳格に順位づけられているとみなす古典派理論の立場に立つとき，現実に存在する
複雑きわまりない行動変化の経過はおおい隠されてしまうのであって，このことは， 「意
思決定過程」を，純粋に合理的な決定規準を前提としたモデルによって理論的にとらえよ
うとするゲームの理論についても指摘されうるが，経済行動の変動過程についての経済社
会学的研究においては，なによりも，慣行的な適応の実証的分析が対象となり，主として，
経済主体の目的意識ならびに状況認識と可能性に対する認識に依存する諸適応行動の決定
理由に関して，社会学的研究は，非合理的な目的意識や慣行的な行動をも念頭に入れねば
ならないのであり，要するに，経済的意志決定一般を合理化するという課題は，全体的な
社会構造あるいは社会体系の合理性の程度との結びつきにおいて，解明されねばならない
のである。
第3章経済制度 (DieWirtschaftsinstitutionen) 
さらに，著者によれば， 「経済行動の具体的分析は， ……経済の領域内における社会的
な役割構造を決定する経済単位の枠内においてのみ行なわれる」ので12),つぎに，経済制
度についての，以下のような分析が必要とされる。
第1節構造の一般的特徴
(a) 分業経済生活の制度的な構造特色の一つである仕事の担当者と機能の分割の仕方
は，主として，そのときどきの分業の程度に依存してきまるのであるが，分業はさらに，
根本的には，そのときどきの社会構造を決定し，職業内部で社会分化をもたらすものであ
り，現代の産業社会においても，一個人が経済活動のなかで果す諸機能が，かれの社会的
地位を構成する一つの要因であり，また人々の職業観または労働観に重大な影響を与える
のである。
{b) 交換組織経済的交換過程は，効用期待の均等への働きをもっているが，その基礎
12)本訳書， 36~37ペー ジ。
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には，通常，社会的評価基準 (sozialeBewertungsmaBstabe)が存在しており，この評
価過程にとっては，直接的な主銀的欲求と需給関係のみではなくて，全体的状況や因習的
拘束などから生じてくる多数の社会的諸期待も，決定力をもっているのであり，価格設定
は，慣習と法規範の枠組にはめこまれている多数の規定やしきたりやとりきめのなかでい
となまれているのである。貨幣についても，その機能とその社会秩序との間の相互関係が
すなわち，貨幣は，社会階層の形成をうながし，地位のシンボル的性格をもっており，経
済的・政治的勢力の重要な操作手段であり，現代の多元的営利社会の構成要素であること
が，考慮されうる。
(c) 分配原理財とサーヴィスを自分のものにする形式，社会を通じてのその裁可
(Sanktionierung) およびつくり出された所有権，使用権ならびに処分権の維持のため
の手段は，すべての経済および社会の秩序の構造のもっとも重要な特色に属していて，近
代の経済では財産と所得が経済的価値の分配のための制度的手段となっており，財産分配
と財産から生ずる社会的・経済的機能によって基本的に決定される諸経済関係のネット・
ワークによって，経済生活における従属と独立の様式と方法が確立されるのである。
経済過程にとってとくに重要な意義をもっているのは，生産手段の所有であり，生産手
段所有者は，オッペンハイマー (F.Oppenheimer)のいう労働市場での買手独占の力を
もっており，この力は，たとえば労働組合のような，労働者の側の対応する組識によって
のみ相殺しうるものであり，また，財産所有者は，その非所有者よりも，市場への反応に
ついてもいっそう広い余地をもっていることによって，他の市場でもその経済的勢力を行
使するが，財産の社会的および政治的な意義は，とりわけ，所有権が支配関係を基礎づけ
ているということであり，マルクスが強調しているように， 1引世紀半ばでは，所有関係が
階級的地位さらには階級闘争をつく出したことは否定されえない事実であり．， また財産
は，その所有者に経済的な自由と安全を与えているといいうる。さらに見逃してはならな
いのは，進歩した現代の産業経済においては，社会的勢力をもつ地位と生産手段所有者の
地位とが，もはや同一ではなくなっており，他方， 「人民所有」への移管や他の型の社会
化によっても，工業国の経済的・社会的緊張が自動的に取り除かれていないこと……など
の諸事実であり，これらの事実と経験は，現代に適合した新しい所有形態に関する議論を
必要とするのである。
また，財産所有から生ずる権利の制限に伴なうその経済社会学的機能の変化につれて，
理論的に演繹しうる「機能所得」 Funktionaleinkommenではなく， とくに賃金につい
ての「人的所得」 Personaleinkommenの構造が重要視されるようになっているが，この
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人的所得の分化の形態と秩序は，社会構造の重要な指標であり， この社会構造のあり方
が，所得者の市場における位置のみならず，かれの生活状態と社会的評価をも決定するの
である18)。 したがって， とくに，賃金形成過程の説明についての限界生産力理論の不十
分性がますます明確になってきた事実によって，所得構造の経済社会学的研究は拍車づけ
られてきており， 労働市場での過程の理解にとっての非経済的意味を含んだ局面の考察
が，不可欠的な課題となっている。
第2節企業
現代の産業経済社会の構成要素の一つである企業の運営の課題は，決して生産手段の投
入および正しい結合のみに尽きるものではなく，企業は，その性質からみて，市場関与者
（信用供与者，下請業者，販売代理業者，消費者など）との関係を指向している。
(a) 企業の構造変化 18世紀の自由主義的で個人主義的な考え方の成果として，古典派
理論にみられるような，単に利潤極大原理の経済の論理にのみ従う自律的な企業の行動原
理が認められていたが，経済発展の動態は，企業者行動と企業政策の決定因に根本的な変
化をもたらした。すなわち，資本主義の創立期および拡張期にみられたタイプの企業者に
代って現われた組織者兼調整者としての経営者の誕生は，より慎重でより総合的に計画さ
れた企業政策の開始を示すものであり，企業は危険を計画的に減らそうとし，さまざまの
意思決定は，純粋に客観的に組織され，官僚化を通じて全体を見渡し制御することができ
るようになることによって，ますます機能的に行われるようになり，直接的・権威的指令
に代って生ずる多数の会議での共同的問題解決が企業の内部的団結を支えることになり，
機能化に伴う体系的に訓練された「専門家」の進出によって，経営管理層はしだいにアカ
デミックになってゆくのである。
(b) 企業の意思決定領域の社会的な次元 企業の構造変化の類型学的分析は，企業行動
の体系的研究とくに企業の意思決定のさまざまの社会的次元の質的および量的な確定領域
の研究によって補足される必要があり，この点に関して， 目標と期待をきめる動機づけの
構造，ならびに，つねに「社会的な力の場」 einsoziales Kraftfeldとして意識される，
主掘的に認知できる状況構造が，経済的な意思決定過程の社会学的に重要な要因として，
指摘されうるのである。
第3節家 計
財およびサーヴィスの消費は｀一般的な社会の状況とそのときどきの経済の行動主体の
13) F. Friirstenberg'Probleme der Lohnstruktur, Tiibingen, 1958, insbes. S. 48f. 
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社会的準拠体系に大きく依存していて，経済社会学の研究分野となっており，今日では，
消費の研究については，マクロ経済的分析を目的とした全体としての消費支出の量的一統
計的把握とともに，社会心理学的なミクロ分析の方法がますます用いられてきている。
(a) 消費者行動の社会的決定要因 家計のもっとも重要な社会学的機能は，客観的に与
えられた所得状態と社会的地位を考慮しての家計の内部および外部へ向って規準化された
成員の必要をみたすことであり，家計の需要構造の弾力性の大きさは，一部は合理的な考
慮によって決まるが，一部は，伝統的で感情的な行動様式に従っており，生活水準の変化
については， 個人的な決定因とともに， 階層に固有の形で構造化されていて見栄の消費
(Geltungskonsum)を中心とする，集団的な影響要因を考える必要がある。
(b) 家計の機能変化他の社会的構成体と同様に，家計も，変化してゆく環境への適応
として，その機能を変えてきているが，注目すべき事柄は，自足性を失った家計の市場へ
の依存度の強化という傾向とともに， 危険保障策（社会保険）， 財の供給のための措置
（購買組合）， 個々の家計が備えていた施設を集中化する傾向， 共同家計についての集団
実験などにみられるような，かつて家計運営のもっとも重要な課題であった一部の諸機能
の集団化の傾向……などが，生じてきていることである。
第4節公共部門 (Deroffentliche Haushalt) 
公共機関の財政活動とその社会的作用の社会学的分析においては，三つの部面が，すな
わち， (1)歴史一社会学的方法によってそのときどきの予算計画において明らかになる財政
政策上の目標設定の変遷を，社会的価値銀と社会的規範とを視野に入れた社会的関連のな
かで明らかにすること， (2)財政政策上の意思形成過程および予算の執行過程の社会学的法
則を，政治社会学との緊密な関連において，探究すること， (3)とくに行動科学のミクロ社
会学的方法を採用して，公共部門によって影響をうけた個人，集団，機関の行動様式を検
討することが，問題となり，このすべての問題を通じて，全体社会の構造的特色としての
「背後要因」、,backgroundfactors"の考察が必要となってくる。
(a) 目標設定の変遷 実際の公共機関の財政活動は，つねに，そのときどきの支配的な
国家観に依存しているが，産業化とともに個人レヴェルをこえた生活上の問題が大きな関
心を引き起こしたことから，社会保障費が必要となり，経済全体との関連で，公共部門が
「参加体制」，，Anteilsystem"からマン (F.K. Mann)のいう 「統制体制」，，Kontrol-
!system"へと変形せざるをえないほど，国家業務が拡張してきていて， このような財政
活動に，全体社会の発展に責任を負わねばならないような大衆民主主義に基づいた国民国
家 (Sozialstaat) の目標が対応しているのであり， 最近注目すべき存在となってきてい
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る，たとえば，社会保険担当機関のような，独自の財政活動を行なう「中間的財政主体」
,,intermediaren Finanzgewalten "の赤字予算の問題や景気対策における財政政策の有
効性に関する本質的な問題は，国家における支配的な権力関係や相対立する目標を背景に
して十分に理解されるのである。
¥b) 公共機関の財政活動 国家による経済の運営は，あらかじめ与えられた目標と社会
的現実との間の適合過程の結果として把握されるのであり，財政需要の確定においては，
社会的，経済的，政治的諸力が作用しており，財源調達の方法には諸種の形で社会関係が
反映されている。そして，国家の機能の変化に伴って，財政の主な目的は，ますます経済
政策的および社会政策的な副次目的を伴うようになるとともに，経済と国家と社会の緊密
な統合をもたらす方向へと国家の財政機構が制度的に変容してゆくのである。
(c) 社会構造と社会行動への影響公共機関の財政活動が経済全体に与える影響は，基
本的には再分配機能から発生しており， また， 社会集団の相対的な力関係と相対的地位
は，国家の財政需要をみたす租税負担の分担の仕方と密接に関連している。最近の傾向と
して，公共部門の大きさ，機構そしてその影響範囲などによってもたらされる，経済と社
会全体の秩序の構造機能的変動に与える強い衝撃が， 「福祉国家」，，Wohlfahrstaat"の
スローガンを中心として現われているような原理的考察の誘因となってきているが，この
ような公共部門の拡張的発展の評価は，経済社会学によって本質的観点を与えられる公共
部門についての根本的な構造ー機能分析を用いてこそ行われうるのである。
第5節経済組織
経済過程の社会的次元としての経済的諸関係の組織的な「下部構造」 Inflastruktu.r 
は， レッセ・フェール原理の自己調整作用によって経済のすべての制度的拘束を放棄しう
ると信じられていた自由主義的で個人主義的な教義の出現期における，経済および社会の
「資本主義的」秩序の根本的な制度的変容の結果であるが，時代の経過とともに，まった
くの無制限な競争は，経済構造の安定化を不可能にし，つねに広汎な住民層の生存を危う
くすることが，明白になってきた。
市場メカニズムを集団的行為によって規制しようとするきわめて大きな成果をもたらし
た最初の試みは，労働組合の創立であり，これへの反動として雇用者団体が設立され，産
業的労働関係の第2段階では，国家を通じての強制的統合 (Zwangsintegration) の遂
行が現われたが，多元的な大衆民主主義という政治的枠組をもった現代の高度に工業化し
た社会では，産業的労働関係は，基本的な点で秩序維持機能を発揮して，労働組合は広く
社会構造および国家構造に統合されており，また，協同組合の発達も各経済部門の統合を
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助成してきているが，他方において，経済の包括的な社会的構造化と市場のからみ合いの
増大に伴って，カルテルとコンツェルンを代表とする，市場参加者の「戦略的」合併が生
じてきている。このような諸経済主体の増大してゆく組織的からみ合いは，市場行動と全
体社会の構造に，つぎのような結果をもたらす。
(a) 市場組織の行動 市場において，個別的な適応行動に代わって，戦略的配慮の余地
を残しているような組織化された集団間的競争が広範囲にわたって現われてきており，こ
のことは，第1に，統一的な意思形成とそれに応じた成員の行動様式の調整を，すべての
市場組織の主な課題となし，第2に，市場当事者のとるべき行動を組織化された経済的勢
力によってあらかじめ指示するようになる。
[b) 全体社会への影響経済関係の社会構造に及ぼす反作用はきわめて深刻であり，経
済組織は，諸個人の行動の余地を制限し規範化することによって，経済過程の制度化の本
質的な促進力となり，経済と全体社会との間の結接環として作用する。
第4章経済動態 (DieWirtschaftsdynamik) 
すすんで著者は，経済動態の社会学的分析のための準拠枠として，経済的および非経済
的なすべての要因が，相互にそれぞれの強さで潜在的あるいは顕在的に相互作用を行って
いて，それぞれの制度化されている度合いに応じて，さまざまの程度で諸経済主体の自由
な行動の幅を決定しているような開放的な社会的場 (einoffene soziale Feld)の親念を
採用することを，主張する。
第1節経済変動
景気変動にみられるような， 体制内在的な経済動揺の解明にあたっては， 経済社会学
は，計量経済学的分析とは別に，当事者の行動様式の構造的変化および経済制度の変化と
しての内生的変化，および，経済外的な社会的要因を考慮に入れた外生的変化を考察せね
ばならないのであり，あらゆる経済状況の急変の前提条件は，構造的変化に基づいている
不均衡がきわめて大きくなって，経済制度の適応機構がもはや短期的には作用しえないと
いうことであり， したがって広範囲にわたる決定が必要となり，社会心理学的要因が決定
的な重要性をもつことになり，広範な大衆の意見の一致，影響力のある世論の担い手の行
動，およびその他の多くの測りがたいものが決定に影幣を与え，多くはまた，決定の担い
手の社会的準拠体系が期待を積極的に評価するかどうかに依存している。
第2節長期的成長局面
経済の長期的で持続的な成長過程は産業的営利社会である資本主義の生成および発展と
結びついていて，これについての研究は， 19世紀の歴史学派およびマルクス学派の業績を
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発端として，本質的に経済社会学の形成に寄与したが，最近では，長期的成長とその諸条
件の現代的分析についての関心が特別の意味をもっており，仮設的に定式化された「発展
法則」やたんに理念型的にのみ意味をもつ「経済様式」に代って， 「経済的成長に影響を
与える人間行動の差異」14)のような，実証的分析がますます盛んになってきている。
(a) 影響要因 マルクスの学説を先駆的なものとして，長期的な経済動態の解明のため
の全体社会的な力の場 (dasgesamtgesellschaftliche Kraftfeld)の分析の必要性が認
められてきており，多数の社会学的志向をもった諸研究が，物質的および技術的な要因，
社会制度，全体社会的な文化的準拠体系……などの諸要因の構造変動とそれらの経済動態
に対する影響の究明の努力をつづけている。
この点に関して，基本的に重要なのは，第1は，人口密度とその変化であり，第2は，
技術的進歩であるが，それ以外に，多様な意味での制度的要因が考慮されねばならないの
であり，この制度的要因については，まず，資本蓄積の形態と規模に与える影響が，つぎ
に， 生産諸要素の可動性の程度に与える影響が， あげられうるが， 後者の影響に関して
は，とくに， M・ウェーバー，ゾンバルト，ミュラー・アルマック (A.Milller-Armack) 
などのドイツの経済社会学者によって，社会的規範や文化的価値銀として現われる，長期
的な経済動態の方向や程度に対する「全体社会的に拘束する準拠体系」 diegesamtgesel-
lschaftlich verbindliche Bezugssystemの重要性の問題として，論究がすすめられた。
¥b) 工業化の成長局面 上述したような諸影響要因の作用関連を，現代における工業化
過程について検討するとき，産業化の初期は，社会的可動性の増大によって導かれた生産
諸要素の自由移動が生じ，強力に拡散的に作用する力によって規定されているが，工業化
の拡大的発展に伴って，生産諸要素の合理化的な計画的投入がますます重要性をもってく
る「集約的局面」 intensivePhaseが現われ，企業運営は科学的に管理され，国家による
全面的な社会政策的で法的な規範に，社会保障のような社会的要求や大衆デモクラシーの
ような制度化された構造的緊張の安定化が要請されるようになり，また，工業経済的体制
の緊張は，外交政策と結びついた国際的な拡がりをもつにいたっている。そして，工業化
の現代的発展過程においては，技術的改善による市場範囲の拡大や市場の複雑化が工業的
成長経路に新しい「統合的局面」 integrativePhaseをもたらすが，それは，国家的な枠
組に関しての，経済経過の「計画的制御」 planvolleSteuerungのための包括的規範と
14) W. A. Lewis, Die Theorie des wirlschaftichen Wachstums, Tiibingen und 
Zurich, 1956, S. 3. 
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その制度化によって特徴づけられている。また，市場志向的で近代的で機能的な経済構造
の確立への外部からの刺激が強化されるほど，他方で，自立的な経済および社会の構造の
形成の促進に対する広汎な国民層の覚醒も著しいものとなるが，このような社会の動態的
過程の十分な維持は，純粋に経済的規準だけではなくで，政治制度および生活指針一般に
おける諸変更と，結びついている。
第5章経済体制と社会構造 (Wirtschaftssystemund Gesellschaftsstruktur) 
最後に，著者は，経済社会学の古典的な出発点である， 「経済と社会」という問題領城
についての考察をこころみ， 「全体的な経済体制についての社会学的分析は，個々の制度
についてのミクロ社会学的な行動分析の基盤なくしては，厳密には成り立たい」という親
点から15), 性急な図式化ではなくて，経済の統合過程についての社会学的要因分析の成
果が，また，全体社会の統合過程の枠内において経済体制に課せられる社会的機能のあり
方が，さらに，経済と社会との相互関係についての当事者の意識のなかの反映の仕方が，
興味ある研究対象であることを，主張している。
第1節経済過程の社会的規範化
経済行動の規範化は，さまざまの経済主体の社会的準拠体系の影響を通じて現われ，そ
れらを通じてさらに状況解釈に対するカテゴリーが統一され，動機づけ構造の調整が行わ
れるが，成長段階の後期では，たえず強化されてゆく社会的準拠体系の分化や個別化の傾
向が影響を与え，経済主体の行動の目的設定や動機づけの自由裁最の度合が増大し，動機
づけ構造の規範化は社会的に裁可された経済行動の指針によって間接的にのみ達成される
ようになるが，このための枠組を与えるのは，経済上のもっとも重要な課題としての制度
化である。また，経済過程の社会的規範化の問題は，社会的な干渉や統制機構の導入の仕
方やその強さに応じて，行動規範化の程度，制度的強化の程度，変動に対する体制の開放
性……などを主要要因として，さまざまの形で解決され，それぞれの解決方法によって，
経済体制が分類され，また，これらの諸要因に依存して，各体制の自由度または経済主体
の意思決定の余地がきめられるのである。
第2節社会的統合の経済的基盤
経済社会学的研究の立場からすれば，純粋に機能的な経済体制の槻察を，社会の統合水準
におよぼす積極的および否定的な作用の研究によって補う必要があり，これについては，
その内的動態にも本質的に影響する社会の人間間の構造化，社会関係の諸形態および社会
15)本訳書， 37~38ペー ジ。
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的意識構造の特質などの作用領域が考慮されうるのであり，現代的な経済社会学理論は，
マルクス学説を中心とする19世紀社会主義的理論や自由主義的理論とは異って，経済に帰
因する社会的な統合撹乱の核心は成長過程の局面に移行していること，および，産業経済
体制の適応能力は不変ではなくて制度的な構造変動を通じて改善されるという認識を，出
発点としている。
そして，全体社会的統合過程は，経済社会学者の観点よりすれば，構造的および機能的
な適応を通じての経済に内在している緊張の調整と不可分的に結びついていて，行動の安
定化と制度の形骸化，利害の偏向と調整などの不断の交替が，経済過程の社会的現実であ
って，しかもこれらの変動要因の法，教育，国家制度などへの変形は不完全にのみ行われ
ているのである。経済社会学の分析は，このような動態的経済についての研究者の立場の
相対性を明らかに示すことであり，この認識は，必然的にイデオロギー批判となり，非合
理的な立論を科学的に検証可能な議論によっておきかえるのであり，まさに， 「経済社会
学は，実証的な個別研究の土台のうえに立って，この包括的な課題を引き受けながら，こ
の学問自体が経済と社会との統合に寄与することになる」のである。
皿意義と問題点の提起
上述のようなフュルステンベルクの議論については，すでにも述べたように，経済と社
会との関連性の問題を，現代の高度の産業化の段階における経済生活の特色および発展傾
向に焦点をおいて，最近の諸事実に注目しながら，純粋経済理論の準拠枠における諸要因
以外のさまざまの非経済的要因としての社会的要因の導入によって，現実の事態への適用
性を目指しての解明をこころみていることの意義が評価されねばならないが，他方におい
て，筆者の立場からみれば，とくに，以下のような問題点さらには批判点を指摘せざるを
えないのである。
(1) 著者によれば，経済社会学の独自の領域は，研究対象および方法論ではなくて，「問
題設定」にあるのであり，この問題設定は，社会学的諸要因の適用を通じての，経済理論
の現実適用性の達成あるいは経済研究における理論と実際との結合としてとらえられてい
...............。•。..
る。18) この見解は，非経済的諸要因という意味での社会的諸要因との関連性における経.. 
済の現実的考察を経済社会学の問題領城とみなしていると解釈しうるが，このように経済
社会学の課題を規定するとき，その「研究対象」と「方法論」とが，他の隣接学問と共通
16)本訳書， 17ペー ジ， 21~23ペー ジ。
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であるという著者の主張は，疑問視されるのではなかろうか。
395 
まず，研究対象についていえば，著者は，経済社会学は，なかんずく経済理論と，経済
という領域を共通にしていると，述べているが，経済社会学と経済理論とは，ともに経済
を研究対象とするにしても，経済理論は，経済そのものを純粋に専門的に論究するのに対
して，著書のいう経済社会学は，経済理論にとっては与件である非経済的諸現象からなる
社会的要因との結びつきにおける経済の現実的考察を問題としていることよりしてl'l)'
両者は，その対象領域において，相違していることを否定しえないであろう。つぎに，方
法論に関しては，著者は，社会心理学および社会統計学と同様に，精密的な社会科学的研
究の立場に立つことを主張しているが18), 著書の経済社会学は， 実質的にみて，抽象的
な理論の分析というよりも，具体的な事実についての実証的研究の方法を目指していると
いいうるであろう。
この点について，顧みられうるのは，シュンペーターの経済社会学論であり，かれによ
れば，経済理論が自律的な純理論的体系を確立してゆくうえで，与件としてその分析対象
から排除される多種多様な非経済的諸現象についての具体的記述を経済社会学の課題とみ
なしているが，フュルステンベルクにおいては，非経済的諸現象との結びつきにおける経
済そのものの具体的考察が，経済社会学と考えられているのである。
なお，フュルステンベルクの立場は，非経済的現象と経済的現象との現実と理論との総
合という意味での，経済の研究における一種の社会学的総合論とみられうる。19) ただ，
社会学的総合論のなかでも，著者の立場は，最近の社会学的総合論のなかで，一般的な理
論体系において経済と社会との総合的研究をこころみている見解，たとえば，その代表と
みられるパーソンズの立場，すなわち，社会的行為についての「一般化された概念的図式」
としての「体系的理論」の確立を要請し20), 「社会体系」 socialsystemの一般理論の特
殊なケースとして経済理論を位置づける立場21)からは，区別されねばならないであろう。
著者自身も，経済理論と経済社会学との関係の問題に関して，パーソンズの立場に，少な
17)本訳書， 21ペー ジ。
lB)本訳書， 17ペー ジ。
19)本訳書， 16ペー ジ。
20) T. Parsons, The present Position and Prospects of systematic Theory in 
Sociology (Twentieth Century Sociology, 1945, New York), pp. 42~43. 
21) T. Parsons and N. J. Smelser, op. cit., p. 6, p. 295, 訳， 1.11ペー ジ， I.168ペ
ジー。
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くとも全面的には， 同調しているとはみられないのである22)。 しかしながら，著者の議
論が，パーソンズ的社会体系論によって少なからず影響をうけており，また，その基本的
概念を随所でしばしば引用していることは，否定できない事実である。
もとより，非経済的諸現象との結びつきにおける経済の具体的研究それ自身は，経済の
現実接近的考察に関して，見逃しえない意義をもってはいるが，そのような研究を経済社
会学と規定する見方に対しては，経済との関連において固有の「対人的」 interpersonal,
zwischenmenschlich現象としての人と人との関係（または間柄）それ自身を理論的に分
析する専門的法則科学として経済社会学をとらえるわれわれは28), つぎのような諸論点
とも関連して，異論を提唱するものである。
(2) 非経済的諸現象からの影響または制約を考慮に入れての経済の現実接近的考察にあ
たって，それを具体的諸事実の次元で行なうだけでは，経済生活における多様な諸事実の
記述にとどまり，経済の現実の事態におけるあり方についての法則的解明は困難とならざ
るをえない。問題とする経済の現実接近的考察について，われわれの社会学的立場よりす
れば，経済と密接に結びついている非経済的諸現象全般ではなくて，専門科学の特定の対
象として，固有の対人的現象である「社会」をとりあげ，そのような「社会」との関連に.. 
おける現実の事態への「第二次的接近」としての経済の理論的探究が，要請されるのであ
る24)。
しかしながら，このような，固有の対人的現象である「社会」からの影響を考慮しての
経済理論である「社会学的経済学」と，経済との関連における「社会」の第二次的接近と
しての理論的研究である「経済社会学」とは，対象が区別されるべきものであリ，また，
つぎに述べるように，前者の研究は，後者の研究に基づいてこそ，その成果をあげうるの
である25)。
(3) われわれの見解よりみれば，物財調達として人と財との関係を本質的意味内容とす
る経済は，固有の対人的現象としての「社会」を前提としそれに制約されて，存立し変動
22)本訳書， 18ペー ジ， 21~22ペー ジ。
23)拙稿，「経済の研究における社会学的基礎について」， 47~53ペー ジ， 「経済の社会学
的研究」， 53~54ペー ジ。
24)拙稿，「経済の研究における社会学的基礎について」， 51ペー ジ， 「経済の社会学的研
究」， 54ペー ジ。
25)拙稿，「経済の研究における社会学的基礎について」， 51~53ペー ジ， 「経済の社会学
的研究」， 54ペー ジ。
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するのであり 26), したがって， われわれの主張する意味での経済社会学は，経済理論の
現実適用性をめぐって，つぎの2点で，不可欠的な意義をもっている。
すなわち， (i)は，前述したような，「社会」との関連における経済理論の展開にあた
って，経済との結びつきにおける「社会」それ自身についての理論的分析を必要とするこ
とであり， (i) は， 経済の研究における第一次的接近としての純粋経済理論それ自身の
現実妥当性を促進しあるいは制約している一大基礎的要因として， 「社会」のあり方の考
察が重大な意義をもっているということである。 この (i)および (ii)の両面で，とく
に問題となるのは， 経済の成立の前提となっている 「社会」それ自身の基礎をなしてい
る，非合理的な対人関係およびそのような関係と密接に結びついて成立している階級的勢
力関係のあり方が，経済過程ならびに経済体制における合理性の実現をどのように基礎づ
け制約しているかの論究である。著書の議論においては，前述したような立場の相違より
して，上述の(3)の問題とくに(3)(i)の問題については，断片的で示唆的な議論は散見さ
れるにしても，体系的な論述はなされていないといいうる。
ところで，われわれの立場からの経済社会学の現実の事態への「漸次的接近」を高めて
ゆくためには，とくに，政治，法，道徳，イテオロギー，宗教……などを含めての多種多
様な非経済的諸現象と経済的現象とが複雑な密接不可分の状態で相互に絡み合っている現
代のいわば体制的変動期の経済生活さらには社会生活を解明してゆくためには，経済との
関連における「社会」の理論的分析を， 「社会」以外の非経済的諸現象の介入およびそれ
らからの諸影響を考慮に入れて，拡大し補充してゆくことが必要となり， この点に関し
て，著者の議論は，最近の諸事実に基づいた新しい視点からの資料を提供していることよ
りして，より一層十分な検討に値するものであることを重ねて申しそえ，訳編者の橋本氏
および協力者の諸氏の努力に心からなる敬意を表して，稿を結ぶことにしたい。
（新評論， 1976年6月刊， B6判， 236ペー ジ， 1400円）
(1976年， 8月31日）
26)高田学馬「経済社会の素描」（『国家の階級』， 岩波書店， 昭和9年）， 142~159ペー
ジ。
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